
 

「フラープ」運営規程 

 
第一章  事業の目的及び運営方針 

 

（事業の目的） 

第１条 株式会社ふたばこどもセンターが開設する“フラープ”（以下「事業所」 

という）が行う児童発達支援、放課後等デイサービス,保育所等訪問の事業 

（以下「事業」という）の適正な運営を確保するために人員及び運営に関す

る事項を定め、事業所の管理者及び従業者が、利用児童（以下「利用者」と

いう）及びその保護者の意思及び人格を尊重し、利用者及びその保護者の立

場に立った適正なサービスを提供することを目的とする 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所の従業者は、サービスの提供に当たっては、基本的信頼関係の確立並 

びに生活習慣の自立、自己決定及び集中力の継続等を図ることが出来るよう、

次の各号に留意し実施するものとする 

（１） 利用者及び保護者の状況及びその置かれている環境に応じて個別指導、

集団指導を一体的に行う 

（２） 個別指導計画を作成し、その保護者などに対し、サービスの提供方法に

ついて説明を行う 

（３） 療育指導の研修を実施し、保護者との連携及び適切な療育指導技術をも

って、サービスの提供を行う 

    ２ 前項のほか、児童福祉法に定める内容のほか、その他関係法令等を遵守し、

事業を実施するものとする 

 

 

第二章 事業所の名称 

 

第３条 （事業所の名称等） 

 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする 

    （１）名称   フラープ      

    （２）所在地  兵庫県姫路市御国野町国分寺字北代 789番地 3 



（従業者の職種、員数及び職務内容） 

第４条  事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする 

    （１）管理者  1名  (常勤兼務 1名：児童発達支援管理責任者) 

        管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の実施状況の把握その他の

管理を一元的に行う 

    （２）児童発達支援 

・児童発達支援管理責任者 1名 （常勤兼務 1名：管理者） 

児童発達支援管理責任者は、個別支援計画作成業務のほか、事業所に

対するサービス申込みに係る調節、事業所の従業者の技術指導などを

行うとともに、従業者にこの運営規定を遵守させる為に必要な指揮命

令を行う 

・児童指導員・保育士 

2名以上（うち常勤 1名以上 ） 

 個別支援計画に基づき、利用者の療育指導を行う 

     (３) 放課後等デイサービス 

・児童発達支援管理責任者 1名 

児童発達支援管理責任者は、個別支援計画作成業務のほか、事業所に

対するサービス申込みに係る調節、事業所の従業者の技術指導などを

行うとともに、従業者にこの運営規定を遵守させる為に必要な指揮命

令を行う 

・児童指導員、保育士 

2名以上（うち常勤 1名以上 ） 

 個別支援計画に基づき、利用者の療育指導を行う 

    （４）保育所等訪問支援 

         ・訪問支援員 １名以上 

       保育所等への訪問により利用者の日常生活の向上等について相談を受 

        け、保育所等と家庭との連携を図り、一貫したサポートを行う 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条  事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする 

（１）営業日   月曜日から土曜日までとする 

但し、日、祝祭日、お盆休み、年始年末、風雨等の警報（波

浪警報を除く）が播磨南西部に発令され、正午の時点で解

除されていない日を除く 

また、利用者にとって療育の提供が必要であると認められ

たときは、休日に営業することがある 



（２）営業時間  窓口開設時間は、8時 45分から 18時 00分までとする 

 

（サービスの提供時間） 

第６条  サービス提供時間(日、祝祭日、お盆休み、年始年末休日を除く）は、次の 

とおりとする 

(１) 児童発達支援 

月～土曜日             9:00  ～ 14:00 

(２)   放課後等デイサービス 

① 平日                 14:00 ～  17:00 

② 土曜日                 9:00 ～  17:00 

③ 長期休暇                       11:00 ～  17:00 

定員は、児童発達支援 1日 10人・放課後等デイサービス 1日 10人 

(３)   前項については、利用者の必要に応じ、これ以外の日程もサービスの 

提供を行うことがある 

(４)   保育所等訪問支援 

    平日、土曜日（祝日を除く）  9:00～15:00 

       保育所等訪問支援サービス提供時間については、利用申し込みがなされ 

    てから訪問先と日程調整を行うものとする 

 

（サービスの内容及び利用料等） 

第７条  事業所がサービスを利用した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基 

準（告示上の報酬額）によるものとし、利用者が負担する利用料は、厚生労 

働大臣が定める基準（告示上の報酬額）の原則１割とし、市町村が定める負 

担上限額の範囲内の支払いを受けるものとする 

 

    ２ 事業所で行うサービスは、次の内容とする 

（１） 個別支援計画の作成 

（２） 個別療育、日常生活動作指導 

・障害や発達段階に合わせた個別療育及び食事、更衣、排泄、移動な

ど日常生活動作の指導訓練 

（３） 集団療育 

・集団遊び、コミュニケーションスキル習得などの指導訓練 

（４） 表現活動 

・絵画、工作、音楽、リズム、運動、自由遊びなど 

（５） 健康指導 

・健康、成育状況のチェック・指導 



（６） 行事、野外活動 

・遠足などの社会性を育成する様々な行事参加や社会体験 

      (７) 送迎サービス（ただし家島町を除く） 

・事業所の提供地域は姫路市 

 上記以外の地域であっても利用者との協議により送迎サービスが 

可能な場合がある 

 

    ３ 事業所は、法定代理受領を行わないサービスを提供した際は、前項に掲げ

る利用者負担額のほか、介護給付費の額に１００分の９０を乗じて得た額の

支払いを受けるものとする 

    ４ 次に定める費用については、以下の通りとする 

（１） おやつ代(必要時)５０円 

（２） 表現活動などに係る材料費、教材費（実費） 

（３） レクリエーション・社会見学の参加費（実費） 

    ５ 前項の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して、事前に文

書で説明を行い、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けるこ

ととする 

    ６ 第４項の費用の支払いを受けた場合は、当該費用に係る領収書を当該費用

を支払った利用者又はその家族に対し交付す 

 

（運営事業の対象地域） 

第８条  提供地域は姫路市（家島町を除く） 

     上記以外の地域であっても利用者との協議により療育が可能な場合がある 

 

（サービス利用に当たっての留意事項） 

第９条  保護者は、サービスを利用する際に、利用者の主治医の指示事項及び利用当

日の健康状態などを説明し、心身の状況に応じたサービスの提供を受けるよ

う留意する 

   ２ 事業者は、保護者との連携を密にし、健康状態の把握を行い、体調不良など

でサービスが実施できない場合は、中止などの措置を講ずるものとする 

   ３ 利用者が故意に事業所もしくは物品に損害を与え、又はこれを持ち出した場

合は、保護者に損害賠償を請求する場合がある 

 

 

（緊急時などにおける対応方法） 

第１０条  事業所の従業者は、現に事業の提供を行っているときに、利用者に病状の 



急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やかに主治医への連絡を行う 

などの必要な措置を講じる 

 

（非常災害対策） 

第１１条  事業所は、非常災害に備えて必要な設備を設け、消防・避難に関する計画 

を作成する 

     ２ 事業所は、非常事態に備え、少なくとも年２回は避難・救出その他必要な 

訓練などを行う 

 

第三章 運営に関する重要事項 

 

（内容及び手続きの説明及び同意） 

第１２条  サービスの開始に際し、管理者もしくは従業者は、利用申込者若しくはそ 

の家族に、サービスの内容及び利用料金などの重要事項を記した文書を交 

付し、同意をする旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする 

 

（苦情処理） 

第１３条  サービスの提供に係る利用者の苦情に迅速かつ適切に処理するために、 

必要な処置を講ずるものとする 

    ２ 事業所は、提供したサービスに関し、法第 23条の規定により市町村が行 

う質問若しくは照会に応じ、及び市町村が行う調査に協力すると共に、市 

町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な 

改善を行うものとする 

    ３ 事業所は、提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して、国民健康 

保険団体連合会が行う調査に協力すると共に、国民健康保険団体連合会か 

ら指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を 

行うものとする 

 

（虐待の防止に関する事項） 

第１４条  事業所は、障害児に対し、児童虐待の防止等に関する法律第２条各号に掲 

げる行為その他当該障害児の心身に有害な影響を与える行為は行わない 

      また、障害児の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、必 

要な体制の整備を行うとともに、次の各号に掲げる措置を講じるものとす 

る 

（１） 事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等の活用可）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者



へ周知徹底を図る 

（２） 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する 

（３） 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者及び責任者を置く 

 

（身体拘束の禁止） 

第１５条 事業所は、指定児童発達支援、放課後等デイサービスの提供に当たっては、 

利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない 

場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体 

拘束等」という）を行わないものとする 

     

   ２ 事業所は、やむを得ず前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時 

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要 

な事項を記録することとする 

 

   ３ 事業者は、身体拘束の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講じる

ものとする 

（１） 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

の活用可）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者へ周

知徹底を図る 

（２） 身体拘束等の適正化のための指針を整備する 

（３） 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する 

 

（人格の尊重） 

第１6 条  指定通所支援の事業を行う者（以下この条において「指定通所支援事業」 

という）は、当該事業を利用する障害児の意思及び人格を尊重し、常に障 

害児の立場に立った指定通所支援事業を提供しなければならない 

 

（秘密保持） 

第１7条  指定通所支援事業の従業者及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上 

知り得た障害児又はその家族の秘密を漏らしてはならない 

    ２ 指定通所支援事業者は、従業者及び管理者であった者が、正当な理由がな 

く、その業務上知り得た障害児又はその家族の秘密を漏らすことがないよ 

う、必要な措置を講じなければならない 

    ３ 指定通所支援事業者は、指定障害児入所施設等、指定障害福祉サービス事

業者等その他の福祉サービスを提供する者等に対して、障害児又はその家族 

に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書により当該障害児又はその家 



族の同意を得ておかなければならない 

 

（暴力団等の影響の排除） 

第１8条  指定通所支援事業所は、その運営について、暴力団等の支配を受けてはな 

らない 

 

（運営内容の自己評価並びに改善の義務付け及びその結果の公表） 

第１9条 指定通所支援事業者は、その提供する指定通所支援の質の評価を行い、 

常にその改善を図らなければならない 

    ２ 指定通所支援事業者は、前項における評価の結果を公表しなければならない 

 

（研修による計画的な人材育成） 

第２０条 指定通所支援事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を 

確保しなければならない 

   ２ 前項の規定により、研修の実施計画を従業者の職務内容、経験等に応じて 

策定し、実施した研修の記録を保管するとともに、必要に応じて研修の内容 

の見直しを行うことにより、従業者の計画的な育成に努めるものとする 

 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第２1条 指定通所支援事業者は、事故の発生又はその再発を防止するため、次に 

掲げる措置を講じなければならない 

（１） 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故

の発生の防止のための指針を整備すること 

（２） 事故が発生した場合又はその危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が

指定通所支援事業所の管理者に報告されるとともに、原因の分析の結果に基

づき策定した改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること 

（３） 事故の発生の防止のための会議及び従業者に対する研修を定期的に行うこと 

２ 指定通所支援事業者は、障害児に対する指定通所支援の提供により事故が発生 

した場合は、速やかに県、市町、当該障害児の家族に連絡を行うとともに、必 

要な措置を講じなければならない 

 

３ 指定通所支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置につい 

て、記録しなければならない 

 

４ 指定通所支援事業者は、障害児に対する指定通所支援の提供により賠償すべ 

き事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない 



 

（感染症等の予防及びまん延の防止） 

第２２条 事業所は、感染症又は食中毒が発生し、まん延しないよう、次に掲げる措置 

を講じなければならない 

（１） 感染症・食中毒予防のための対策検討委員会を定期的に開催し、結果を従 

業員に周知徹底しなければならない 

（２）感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備する 

（３）職員に対する、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を 

行うこと 

 

（業務継続計画の策定等） 

第２３条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの

提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務開催を図る

ための計画（以下「業務継続計画」という）を策定し、当該業務継続計画に

従い必要な措置を講じなければならない 

 

（安全計画の策定等） 

第２４条 事業所は、障害児の安全の確保を図るため、事業所ごとに、当該事業所の設

備の安全点検、従業者、障害児等に対する事業所外での活動、取組等を含め

た事業所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、従業者の研

修及び訓練その他事業所における安全に関する事項についての計画（以下こ

の条において「安全計画」という）を策定し、当該当完全計画に従い必要な

措置を行う 

 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第２５条 事業所は、障害児の事業所以外での活動、取組等のための移動その他の障害 

児の移動のために自動車を運行するときは、障害児の乗車及び降車の際に、 

点呼その他の障害児の所在を確実に把握することができる方法により、障害 

児の所在の確認を行う 

 

(個別支援計画） 

第２６条 障害児の適正、障害の特性その他の事情を踏まえた確保並びに、質の 

評価及びその改善の適切な実施の観点から、提供に当たっては、心身の 

健康等に関する領域を含む５領域（「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行 

動」「言語・コミュニケーション」）による総合的な支援を行う総合的な支援 

を行う 



 

２ 児童発達支援管理責任者は、心身の健康等に関する領域と関連性を踏まえた 

具体的内容を提供する上での留意事項その他必要な事項を記載した計画の原 

案を作成する 

３ 事業者は、障害児が利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受け 

ることができるようにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童が 

共に成長できるよう、地域社会への参加・包摂（インクルージョン）の推進 

に努めることとする。 

４ 児童発達支援管理責任者は、インクルージョンの観点を踏まえた具体的 

内容を、提供する上での留意事項その他必要な事項を記載した計画の原案を 

作成する。 

５ 事業者は、プログラム（心身の健康等に関する領域との関連性を明確にした 

指定児童発達支援・放課後等デイサービスの実施に関する計画をいう）を策 

定し、インターネットの利用その他の方法により公表する。 

 

（その他運営についての留意事項） 

第２７条 本事業所は、サービスに関する記録を整備し、サービス完結の日から 

５年間保存するものとする 

２ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、株式会社 

ふたばこどもセンターと事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとす 

る 

 

 

附 則 

  この規程は、平成 28年 6月 1日から施行する 

        平成 29年 7月 1日から施行する 

平成 30年 4月 1日から施行する 

平成 30年 6月 1日から施行する 

平成 31年 4月 1日から施行する 

令和 2年 10月 1日から施行する 

令和 4年 4月 1日から施行する 

令和 5年 4月 1日から施行する 

令和 6年 4月 1日から施行する 

令和 6年  6月 1日から施行する 

令和 7年  4月 1日から施行する 

         


